
1

□
□ 有効性
□ 効率性
■ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　一般事務事業、還付・償還事業、繰出事業、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などはこちらに記入。

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課

おおさか・すいたハウス移転支援事業 健康まちづくり室

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑥

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑤

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

④

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 ・健都イノベーションパークにおける残画地について、引き続き誘致に向けた検討を進める必

要がある。
・産学官民連携によるプラットフォームの構築、エリアマネジメントにつながる継続的な取組や
組織化の検討、また、健康寿命の延伸に向けた健都ならではの健康づくりの取組についても
引き続き検討していく必要がある。
・健都レールサイド公園・健都ライブラリーを一体的に活用した様々な健康プログラムを展開す
るとともに、健都内の関係者と連携した取組についても検討を進める必要がある。

令和 元 年度

継続

実施区分

③
北大阪健康医療都市推進

事業
健康まちづくり室

健康・医療のまちづくり基本方針等に基づき、健都における国際級の複合医療産業拠点の
形成を図るため、健都イノベーションパークにおいて医療クラスターの一翼を担う事業者を募
集する。また、健都ならではの健康づくり等の取組を推進するとともに、健都レールサイド公
園と健都ライブラリーの一体的な管理運営に向け、指定管理者制度の導入を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

13,685
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

②
北大阪健康医療都市整備

事業
健康まちづくり室

北大阪健康医療都市（健都）を新たな都市拠点とするため、道路や公園等を
整備するとともに、健康・医療のまちづくり基本方針等に基づき、健都におけ
る国際級の複合医療産業拠点（医療クラスター）の形成を目指す。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

189,568
※課題があるものは■

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・本住宅で提供されるサービスは、入居者を始めとして地域の住民も享受でき
るものとする観点から、引き続き、入居者と地域住民との顔の見える関係づく
りや多世代交流を促していくことが必要である。

令和 元 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

①
健都ウェルネス住宅推進

事業
健康まちづくり室

健都2街区の市有地（約4,000㎡）に一般定期借地権を設定し、公募に
より選定した事業者に貸付け、当該事業者において、健康・医療・介
護・多世代交流をテーマとした複合居住施設の整備・運営を行う。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

51
※課題があるものは■

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート

342 施策 健都を生かした健康づくりと医療イノベーションの促進

北大阪健康医療都市推進事業 枚のうち 枚目

施策コード

管理事業　　　　　　　　　　　　　　

評価対象年度 令和元年度

1


